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地域医療構想にかかる具体的対応方針の今後の進め方について（その１）

・今後担う予定の役割

質問項目

・地域医療構想を策定した平成28年5月以降で不足する医療機能への転換、病床の廃止を行った
医療機関、又は今後の計画が具体的に決まっていて発表できる医療機関

対象機関と確認時期

（１）昨年度今後の方針についてアンケートを実施

（２）アンケートの結果を受け、以下の医療機関から対応方針を確認

（３）（２）以外の医療機関

・昨年度の調整会議から確認中

対象機関と確認時期

・平成28年5月以降で不足する医療機能への転換や病床の廃止を行っておらず、今後も現状維持
を予定する医療機関（今後の対応について検討はしているものの、具体的な計画がない医療機
関も含む）

・今年度の7月の調整会議で説明していただいた上で確認

・2025年における機能別の病床数 など

注）公立病院は、厚生労働省医政局長通知（R4.3.24付け）に基づき「経営強化プラン」を策定後に協議する 8



地域医療構想にかかる具体的対応方針の今後の進め方について（その２）

・構想区域毎の地域医療構想の推進に係る目標は、対応方針の策定率が１００％に達していな
い場合は策定率。

対応方針の策定率

・病床機能報告上の病床数と将来の病床数の必要量について、データの特性だけでは説明できな
い差異が生じている構想区域においては、当該構想区域の調整会議で要因の分析及び評価を行
い、その結果を公表し必要な対応を行う。

病床数と将来の病床数の必要量の差

（１）年度目標の設定

（２）地域医療構想の進捗状況の検証

（３）必要な対応

２０２５年の役割分担

・データ等に基づく説明を尽くしたうえで、なお生じている差異として非稼働病棟等の影響が考
えれるので平成３０年通知の１(１)イに基づく対応を行う。
・調整会議において差異の要因の分析及び評価を行った結果、非稼働病棟等への対応のみによっ
ては、生じている差異への対応が不十分であると認められる場合には、２０２５年の医療提供
体制について改めて協議を行い、各医療機関の役割分担の方向性等について議論し、各構想区
域の今後対応すべき具体的な課題を明確化した上で、課題を解決するための年度毎の工程表を
策定し公表。 9



地域医療構想にかかる今後の進め方(案)

これまでの取り組み(継続)

・回復期の医療需要について、急性期(地域密着型)と回復期で対応することを検討(７月)

２．回復期への転換

（１）２０２５年に向けての課題を解決するためにこれまでの取り組みを引き続き継続

３．機能分化・連携強化

・地域医療構想に係る各医療機関の課題などについてアンケートを実施(８月)

・課題の洗い出しを行い、各医療機関の課題を共有し見える化。(１０月)

・急性期病床を令和４年度に実施したアンケートに基づき救急拠点型、地域密着型に整理(７月)

１．急性期の整理

（２）（１）の実施後、残された課題に対応する新たな取り組み

・非稼働病棟については、病棟の廃止や他施設への転換について引き続き依頼

・病床機能報告については、定量的基準を参考に病床機能の報告を依頼

・各医療機関の課題等をもとに、機能分化・連携強化を促進するための議論（３月）

・今後の対応方針への実施状況を確認

〇平成２８年５月以降、病床の転換・廃止を行っていない医療機関に対して、７月の地域医療構想調整会議で今後の方針を確認

〇２０２５年に向けての課題
・必要病床数に対して病床過剰（＋1,355）
・回復期病床の不足（△714）
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急性期機能・回復期機能について

病床機能報告制度と、地域医療構想（医療需要推計、病床数の必要量）における急性期・回復期の定義の仕方が異なっ
ている。

定義が異なるため、「病床機能報告で急性期」と回答した病床の中や、「２０２５年に必要な回復期病床」の中に、
「軽症急性期患者」が含まれている可能性がある。 11

病床機能報告制度 医療需要推計
医療機能の内容 国の医療需要推計における医療機能区分の内容

高度
急性期

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向け

て、診療密度が特に高い医療を提供する機能

急性期

回復期

慢性期 ・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる

機能。

・長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重

度の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー

患者又は難病患者等を入院させる機能

急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向け

て、医療を提供する機能

高度
急性期

医療資源量：3,000点以上

医療資源量：600点～3,000点未満

医療資源量：175点～600点未満
＋回復期リハビリテーション病棟入院料を

算定した患者数

〈一般病床〉

障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟

入院基本料及び特殊疾患入院医療管理料を

算定している患者

〈療養病床〉

療養病床（回復期リハビリテーション病

棟入院料を算定した患者数を除く）－医療

区分Ⅰの患者数の70%－地域差解消分

定義が
異なる

軽症急性期患者が含
まれている可能性

軽症急性期患者が含
まれている可能性

・急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた

医療やリハビリテーションを提供する機能。

・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨

頚部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在

宅復帰を目的としたリハビリテーションを集

中的に提供する機能（回復期リハビリテー

ション機能）

回復期

慢性期

急性期



高度急性期

急性期

回復期

慢性期

診療密度が特に高い医療を提供している

診療密度が特に高い医療を提供する機能を有している

中等症以上の救急患者の受入や
状態の早期安定化に向けた医療を提供している

【 急性期（救急拠点型）】

急性期を経過した患者へ
在宅復帰に向けた医療やリハビリを提供している

長期にわたり療養が必要な患者を受け入れている

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

病床機能報告 必要病床数

救急患者の受入（在宅療養患者の急変時を含む）や
在宅復帰に向けた医療を提供している

【 急性期（地域密着型）】

高度急性期病床と・急性期病床の整理

１．高度急性期病床を定量的基準により診療密度が特に高い医療を提供している病床と機能を有している病床に整理
２．急性期病床を令和４年度に実施したアンケートに基づき救急拠点型、地域密着型に整理
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急性期病床を救急拠点型病床・地域密着型病床に整理(県下全域)

特殊な医療に特化した医療機関の急性期は救急
拠点型に整理。

Ａ

Ａ：２０２５年に向けた対応方針アンケートで回答のあった、今後の役割に基づき、急性期病床を
「①年間１００件医療の入院を要する救急患者を受け入れる 救急拠点型」
「②軽症患者の救急患者を受け入れる、急性期病院からの転院患者を受け入れる、在宅復帰に向けた医療を提
供する 地域密着型」に整理。
Ｂ：和歌山医療圏については、高度急性期を定量的基準により、高度急性期から６４３床救急拠点型病床へ。

急性期(地域密着型)と回復期で将来的には回復期の医療需要に対応することとし、特に、急性期病院からの転院受け
入れや在宅復帰へ向けた医療への機能分化・連携強化に取り組む。

Ｂ 3,654床

3,938床
①

②

①＋②

整理後病床数（2025年）
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急性期病床を救急拠点型病床・地域密着型病床に整理(新宮圏域)
２０２５年に向けた対応方針アンケートで回答のあった、今後の役割に基づき、急性期病床を
「①年間１００件医療の入院を要する救急患者を受け入れる 救急拠点型」
「②軽症患者の救急患者を受け入れる、急性期病院からの転院患者を受け入れる、在宅復帰に向けた医療を提
供する 地域密着型」に整理。

急性期(地域密着型)と回復期で将来的には回復期の医療需要に対応することとし、特に、急性期病院からの転院受
け入れや在宅復帰へ向けた医療への機能分化・連携強化に取り組む。

249床
①

②

①＋②

整理後病床数（2025年）

特殊な医療に特化した医療機関の急性期は救急
拠点型に整理。
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アンケートとりまとめ案
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工程表案
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